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各  位 

 

 
「SDGs宣言」の策定を支援しました！ 

～株式会社池田商店～ 
 

当行（頭取 西川 義教）は、お客さまの SDGs への取組みを評価分析し、SDGs 経営を支援す

る「SDGs経営立ち上げ支援サービス」を取り扱っております。 

この度、本サービスを通じて、株式会社池田商店様（香川県仲多度郡琴平町 代表取締役社長 

池田 孝二様）が SDGs 宣言を策定されましたので、下記のとおりお知らせいたします。当行は「ふ

るさと」とともに持続可能な取組みの輪を拡げ、地域課題の解決、持続可能な社会の実現を目指

してまいります。 

 

記 

１. 会社概要 

会 社 名 株式会社池田商店 

所 在 地 香川県仲多度郡琴平町五條 488－２ 

代 表 者 代表取締役社長 池田 孝二 

業 種 食品卸売業 

 

２. 重点項目 

 

 

 

 

  

 

 

 

※SDGs 宣言の詳細は別紙をご参照ください。 

 

３. ＳＤＧｓ経営 立ち上げ支援サービスについて 

SDGs の観点で、企業に期待される事項（非財務情報等）を整理した当行独自のチェックシートを用

いてお客さまの取組みを評価分析いたします。現状把握から、今後取り組むべき優先課題をお客さま

と探っていくとともに、診断結果に基づいた助言や、お客さま独自の「SDGs 宣言」策定支援を通じ、

SDGs経営をお手伝いいたします。 

以上 

 

愛媛銀行は持続可能な開発目標 
（SDGs）を支援しています。 



株式会社池田商店 SDGs宣言
当社は、『私たちが、届けるものは「感謝」です。私たちが、受け取るものも「感謝」です。

「笑顔あふれる毎日のごちそうさま」 安心と真心をお届けします。」という基本理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。
2022年5月20日

株式会社池田商店

代表取締役社長 池田 孝二

重点項目（ターゲット2030）

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

安全安心な食材の提供 環境負荷の低減
学校給食をはじめとした食に携わる様々な分野を

サポートいたします。これからも感謝の念を忘れず、

日本の将来を担う子供たちに、日本の食文化の素晴

らしさを伝えてまいります。

配送ルートの効率化、エコカーや省エネ設備を計画

的に導入することで、環境負荷の低減に取り組みます。

また、在庫管理の徹底を通じて、食品ロスの削減に努

めます。

【主な取り組み】
顧客アンケートの実施、不良品への対応、苦情時の

マニュアル策定、地産地消商品・骨なし魚・減塩食・

低カロリー食品・ユニバーサルデザインフード等の提供

【主な取り組み】
照明のLED化、エコカーの計画的な導入、省エネ冷凍

設備の計画的な更新、効率的な配送ルートの確立、

食品ロス削減に向けた仕入調整・本部での一元管理

健康で働きがいのある職場づくり 地域・社会への貢献
従業員の意見を大切にし、個別面談を通じた実態把

握や適材適所の人材配置等により、従業員一人ひとり

が個性や能力を発揮でき、業務を通じて成長を実感

できる職場づくりを目指します。

地域との連携を深め、食材の地産地消の推進等を

通じて、地域活性化に貢献します。また、様々な団体

の食を通じた活動に参画することで、これからも積極的

に社会貢献活動に取り組みます。

【主な取り組み】
個別面談を通じた実態把握、適材適所の人材配置、

従業員主体の職場環境改善への取り組み、安全衛生

委員会の設置、事業所まるごと健康宣言、資格取得

支援、外部研修への参加、職務に応じた研修体制

【主な取り組み】
地元食材の優先利用、Facebookでの地域情報発信、

フード・アクション・ニッポンの推進パートナー企業、

国連WFPの学校給食プログラムへの賛同、IPPO IPPO

NIPPONプロジェクトへの参加、地域行事への参加

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際目標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の目標と169のターゲットが示されています。

• 目標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


